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環境政策が国際競争力に及ぼす影響(1)
Stackelbergモデ ル の 場 合 一
躍 星 仁
1は じ め に
国 による環境政策 の違いが産業の国際競争力 にいかなる影響 を及 ぼすか は,
Pollutionhaven,Eco-dumpingなどの形 で古 くか ら議論 されている。 これ ま
での ところ,少 な くとも,マ.クロ ・レベルでは環境政策 の違 いが一国の競 争力
に影響 を与 えている とい う証拠 はない と言 われてい るD。
しか し,企 業の レベルでの分析 では環境政策の違いがその企業 の国際競争力
に影響 を与える とい う文献 は数多 く見 られ てい る。 しか し,そ の大部分 は完全
競 争市場 における自国内 での貿易政策(関 税)と 環境政策が 自国 の競争力 に及
ぼす影響 を分析 している%
環境保護 を目的 とす る政策手段 に関する従来 の議論 は,量 的規 制 と価格規制
が その中心であ った。 この ような文 献 と しては,Weitzman[1974],R。berts
andSpence[1976],Kwerel[1977],BaumolandOates[1988],Pizer
[1997]等があげ られる。Weitzman[1974]の基本的 な結論 は,限 界費用曲線
が相対的 に平 の場合 は量的規制(quantity-based)のほうが,限 界便益 曲線が
1>Leonard[1988]の研 究 は環 境 基 準 の差 に よ る貿 易 パ タ ー ンに対 す る影 響 は少 な い と して い る。
しか し,Portera皿dVanderLinde[1995]はよ り厳 格 な環 境 規 制 政 策 は 企 業 に イ ノベ ー シ ョン
と生 産 効 率性 の 向 上 を もた ら し,長 期 的 には 規 制 を受 け て い な い 企 業 よ り競 争力 優 位 に た つ"∫能
性 が あ る ζ して い る。 これ に対 して,Palm已reta1.[1995]はア メ リカ の 実 証研 究 か らPorter's
の仮 説 は成 皇 しな い と してい る 。 但 し,先 導 者 の 利益 を 考慮 した場 合 ,こ の仮 説 は成 立 す る ロr能
性 が あ る と してい る。 詳 し くはBakerandKnhler11998]とJaffeetal.[1995」を参 照 。
2)例 え ば,Baumola皿dOat,,,[1988],.Kmtma[1991),Copcland[1994],等を 参賂 。
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相対 的に平の場 合は価格 規制(price・based)のほ うが好 まれ る.としてい る。
また,RobertsandSpence[19761及びKwerel[19773は完全競争 市場 を想
定 し,情 報 の不完全性 を考 えた場 合,環 境政策 としては量的規制の方が価格規
制 よ り効用極大化の面で好 まれる とい う。
しか し,国 際寡 占市場 では完全競争 市場モデルが想定 しているの と異なった
現象や状 況が生 じて くる。特 に,寡 占市場 に対する政府の政策介入は,企 業間
の競 争 に大 きな影響 を与 えるため,完 全競争 を前提 とした政 策の場 合 とは異 な
る効果 がある。 この ような不完全市場 と戦略的貿易政策を考 えた代表 的な文献
としてはHclpmanandKrugman[1989]があげ られる。
この ような議論 を国際 寡 占市 場 で の環境 政 策 に適 用 した文献 と しては,
Pethig[19921,Keneedy.[1994],CarraroぞKatsoulacosandXepapadeas
[1996]等が あげ られ る3)。特 に,.Ulph[ユ992]は,量的規制 と価格規 制の議
論 を拡 張 し,国 際寡 占市場 にお ける.一国の望 ま しい環境政策 の研究 を行 ってい.
る。彼 の結 論は シュ タッケルベ ルク(Stackelberg)均衡 にお いては環境税 よ
り量的規制 の方(生 産 者余剰 の観点 か ら)が,二 段 階 クール ノー ・ナ ッシュ
(Cournot-Nash)均衡 では環境税の方が優れてい るとしている。
環境保護 を目的 とする政策手段 としては,従 来,量 的規制(主 に直接規制)
が主流 であった。 ところが,地 球環境 問題 が国際政治上ゐ課題 として.位置づ け
られるにつれて,環 境政策 に置 いて も市場 のメカ.ニズ ムを利用 した経済的手段
を活用すべ きだとい う議論 が世界的 に盛 んになってい る。
この ような事情 をふ まえ,同 じ量的規制 なが ら一方は直接規 制で,他 方は経
済的手段 である排 出権取引制度 を導入 した場合を想定 し,国 際貿易 における環
境 政策の影響 を考 えた論文がSartzetak三sandConstantatos[1995][以下"S-
Cモデ ル"と 略 す]である。彼 らは,ク ールノーモデル にお いて,許 容 され る
汚染量の水準 を達成するために,各 国が異 なる環境政策 を導入 した場合 ,そ の
政策の違いが両国企業 の国際競争力 にどのような影響 を与 えるか を分析 した。
3)独 占 に 関 す る議 論 はBuchanan[1969],Mlsiolek[1980]を参 照 。
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その分析 による と,直 接規制 を導入 した国 より排 出権取 引制度 を導入 した国
の方 が,政 策導入後の市場 シェアが大 き くなる としている。この分析結果 に基
づいて,カ ナダが直接規制 を,ア メリカは排 出権取 引制度 をそれぞれ実施 した
場.合,アメリカの企業の国際競 争力が強化 される としている。従 って,自 由貿
易 の下で は自国の国際競争力 を維持 するためには,環 境基準 だけで はな く相手
国の環境政策の形態 も考慮 しなけければな らない と結論づ けてい る。
最近,地 球温暖化の問題 と関連 して,国 際 的に温室 ガスの排出量 を減 らそ う
.とい う動 きが活発 にな っている。各国別 の削減量 を巡 って,先 進国 と途上国の
意見の食い違いが生 じているため,ど の よ.うな基準 を採 択す るかは今後 の課題
とい えよう。 ところで,削 減量 が決 まった後 に各国で問題 とな るのは,ど の よ
うな政策 を持 って削減 目標 を達成 した方力『望 ま しいか とい うことである。本稿
では,シ ュ タッケルベ ルクモデルによってこの ような問題 を分析 する ことを 目
的 としている。
既 存の論文 と.違う点 は,S-Cモ デルでは先進 国間の環境 制度 の差 に よる競
争力 を分析す るため,ク ールノーモデルで分析 しているのに対 し,本 稿で は先
進 国 と途上国 間の問題 を分析 す るため,シ ュ タッケルベ ルクモデルを用いてい
る。 とい うの は,現 在の 世界経 済 システムが先進 国主導 であ る と考 えられ るの.
で,途 上国 は先進国の生産量 を所 ㌻として 自国 の生産量 を決め るの に対 し,先
進国 は途上国の生産量 をも考慮 して生産量 を決め るのが よ り現実的であるため
であ る。
また,S-Cモ デル を含 めて 多 くの論文 が,環 境規制 の内容 を,汚 染の 許容
量 を同 じくす るもの としているのに対 し,本 稿では汚染の削減率 を同 じ くする
もの として分析 す る%特 に,既 存 の論 文で は直接規制 と環境税 に関す る議論






いが国際競争力 に及ぼす影響を分析することを目的 とする%す なわち,本稿
は企業の生産活動に付随 して発生する環境汚染を問題にし,その企業が国際貿



















はその単純性 と直接 性による。また,直接規制は,局所的 ・時間的な汚染及び生
命 ・健康 ・生物種に.被害を与える汚染の制御に適 しているとも言われている%
5)直 接 規 制 と環 境 税 に 関 す る文 献 と して は,BuchananandTullock[ユ9751を参 照 。
6)直 接 規 制 に 対 す る批 判 を行 っ た文 献 と して は,Eckersley[1995],Golub[1998]を参 照.
7)植 田 ・岡 ・新 津[1997]129ペー ジ 。
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しか し,地 球環境問題の環境保全のため に市場 メカニズムの活用 が不 日f欠と
な り,こ の際 よ り高 い経済的効率性の達成のためには直接規制 よりも経済的
手段 の役 割が重要 となって きた。OECD[1994]による と,経 済的手段 とは,
環境 にプラスに作用す るように,経 済主体 が選択 しうる様 々な行為 の費用 と便
益 に対 して影響 を及 ぼす手段 の ことで ある㌔ 経済的手段 には課税,補 助 金,
課徴金,排 出権取引 などがある。 しか し,経 済的手段 によって も最適 な汚染水
準が実現で きない と多 くの経 済学者 に よって指摘 されている。 その主 な根拠 と
してあげられ てい るのが情報保有 の非対称性 である。す なわち,情 報の非対称
性が ある場合 は直接規 制 も経 済的手段 も資源配分 の効率性 を保証 しない ことで
ある。但 し,動 学的効率性 を基準 にす る と,経 済的手段の方が直接規 制 よ り技
術革新 を促 す インセ ンテ ィブが働 くとい う見解があ る。
経済的手段 の中で最近沖 目を集 めてい るのが排出権取引制 度であ る。排 出権
取引(EmissionTrading.)はDales[1968]によっ て提 案 され,理 論 的 な定
式化 はMontgo皿ery[1§72]によって行 われた。排 出権 取引 制度 は,理 論上
は量的規制 と併用 された課徴金 と同 じ効果 を持 つ。 また,情 報 の非対称性 の問
題 を回避 す る「つ の方策 で もあ る。KoutstaalandN"entjes[1995]は排 出権
取 引制度 の長所 を次の ように要約 してい る。.
L排 出権取引制度 は総汚染量 が増加 しない ことか ら効果的で ある。
2.排出権取引制度 は排 出権 が取 引 される ことに よって社会的 な総費用が最
小化 され,汚 染削減は効率 的に分配 されるこ とか ら効率的であ る。
3,この制度は動 学的 にも技術革新 のイ ンセ ンティブが働 くため効率的であ
る。
4,無償 で初期配分 される(Grandfathering)と,その排 出源 の費用負担 が
減る ことによって,環 境政策実施 に対す る産業の抵 抗が減る%
8)OECD[1994]を 参照 、
9)Grandfatheringの問 題 と して 指 摘 さ れ る の は進 入 障壁 と初 期 配 分 の 基 準 設 定 の 問 題 が あ る 。
従 っ て,汚 染 集 約 産 業iまGrmd正己1.Lelingで.その 他 の 部 門(消 費 者 部 門,汚 染 集 約 的 産/
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また,イ ンフ レーシ ョン と経済成長 に対 する 自動調整機能 を持 っている と して
いる。 これ らは全て国内 に限 って発 生する効果 である。
しか し,国 際貿易が行 われ る時の環境政策 の違 いが及ぼす影響 に関す る分析
も重要 な研究分野であ る。それは次節 で分析す るこ とと し,以 下では まず,国
際貿易 のない時 に,あ る一定 の汚 染量 を減 らす ため に,直 接規制 を行った場合
と,排 出権取引制度 を導入 した場合 にお いて,国 内の生産量が どの ような影響
を受 けるか を分析 してみ よう。
分析 を簡単 にするために,独 占企業 によって全ての財が供給 されている とし
よ う。規制前 の生産量 をQと し,生 産量1単 位当 た りに γだ けの汚染が発 生
す ると仮 定 しよう。そ う.すると,規 制前 の汚染排 出量EはE富 γQとなる】ω。
そ して,規 制の内容 を現 在の排出量 の θ比率 だけ減 らす もの とす ると,規 制
後 に許容 される汚染 の量Eは,
E=(1一θ)γQ(1)
となる。.
次 に,規 制が導入 され ると,そ れ を遵守するために,企 業が汚染削減努力 を
しなければな らない。一般 に,企 業は財の生産量 削減 によって排出量 を削減す
るか,あ るい は汚染防除施設の設置等,費 用 をかけて排 出量 を削減す ることが
で きる。本稿で は,規 制 が導入 される と企 業 は生産量1単 位 当 た りに α だけ
の汚染量 を減 らす と仮定する。そ うする と,企 業 の削減努力 による全体 の削減
量Aは,A=aQと なる。
とこ ろで,削 減努力 には費用 が掛 か る。 ここでは,削 減 費用 関数(Abate-
menしCost)を削減量の逓増関数であ る と仮定 す る。分析 を簡単 にす るために,
(2)式の ような2次 関数である としよう。
＼業では ない産業部 門)はAudio.が望 ま しいとい う意見 もある。 また.導 入障壁の問題 を解決す
るための政策 としては政府が排出権市場の中央銀行の役 割を し,進入企業の排 出権 を保有すれば
いい。 経済 学 的に は機会 費用 の概 念 を適用 す れば 分析上 の 問題 は並 じない。詳 しい議論 は
Tietenberg[⊥985],Koutgtaal[1997]を参照、




こ こで直接 規制(CAC=Commanda■dControl)が企 業 に課 され た場合 を
考 えてみ よ う。そ うする と,企 業.は規制 の.ドで利潤 を最大化 しなければ ならな




こ こ で,ρ=σ一bQ=逆 需 要 関 数
CQ:生 産 費 用
こ の 場 合 の,ラ グ ラ ン ジ ュ 関 数 は,
五=(a-bQ)Q-CQ一 α2Q2十λ(E-7e十aQ)(4)
こ こ で,λ:ラ グ ラ ン ジ ュ 乗 数









次 に環境規 制政策 と して,排 出権取引制度(TEP:TradableEmissionPer-
mits)が導入 された場 合を考 えてみよう。政策 当局が許容排 出量 に等 しい排出
権 を無 償 で初期 配分(Grandfathering)する としよ う、そ うす る と,純 排 出
権 需要 は企 業の実 際排出量 と排 出権 の初 期保有量 の差 で表 せ る。す なわ ち,
1>E"=E-Eで ある。 ここで,排 出権市 場 は完全競 争市場 であ る と仮 定 し,
錦(認)第166巻 第1号
その価格を が とす ると.こ の場倉の企業の利潤最大化式は次の ように表せ る助。
ム=(a-bQ)9一面 一α2ぴ一ρ匡(re一αQ一勘(6)
ここで,E=7Qは.現 在 の排 出量.4=aQは 企 業の削減 量,亙=(1一 θ)r4
は許容排 出量 を表す。



















11)ここでは,分 析対 象産業以外 にも多数 の産業が存在 し,そ こか ら生 じる汚染は同様 な もの(例
えばCO2)であると仮定 してい る。
環境政策が国際競争力に及ぼす影響(1)(39)39
シュタッケルベル クモデルを用 いて分析す る。 まず,モ デルでの諸仮定 を整理
してみ よう。
第1に,各 国には同 じ商 品を生産す る独 占企 業だけが存在 し,先 進国(以 下
"B国"と 略す)の 企業 は先導者
,途.ヒ国(以 下"A国"と 略す)の 企業は追
随者 である と仮定す る。そ して,汚 染削減 の国際協約 に同意 した時 には,先 進
国は排 出権取引制度 を,途 上 国は直接規制 を導入す る とす る。
第2に,国 際協約 によって決め られる汚染削減量 は,現 在の汚染量の ・定比
率 に よって計 算 される と しよ う。規制前 の生産量 を9`(ゼ=A,B)とし,生 産
量 ユ単位 当た りに γだけの汚染物 質が出 る とす る と,規 制前 の汚染排出量 島
は 島=γ(2`とな る陰㌔ そ して,規 制の内容 を現在 の排 出量 の θ比率 だけ減 ら
す もの とす る と,規 制後 に許容 され る汚染の量E;は,
E,=(1一θ)γQぜ(8)
なる。
第3に,規 制が導入 される ≧,そ れ を遵 守するために,企 業が汚染削減努力
を しなけれ ばならない。一般に,企 業 は財 の生産量削減 によって排出量 を削減
す るか,あ るいは汚染防除施 設の設置等,費 用 をか けて排出量 を削減する こと
がで きる。本稿 では,規 制が導入 されるとA国 の企業は生産量1単 位 当た りに
α(Buは β)単 位 だけの汚染 量 を減 らす と仮定す る。 そ うす ると,A国 の企
業の削減努力に よる全体 の削減量Aは,A=α 仙(B国 は β=β砺)と なる。
.第4に,削 減努力 には費用が掛かる。 ここでは,削 減費用 関数(Abatement




ここで,蜘 と ηは削減技術 の水準 や汚染削減の容易 さを表す もので ある』
削減技 術の面では先進 国の方が途上国 よ り優 越であ るが,汚 染削減 の容易 さの
12)脚注ユ0)を参照。
40(40)第166巻 第1号
面 では途上国 の方が優越であ るため,両 者の相対 的大 きさは事 前的に決 められ
ない。本論で は,そ の両者の大 きさの違 いに よって環境政策 の効果が どの よう.
に異 なるか を分析する ことも重 要な 目的 としている。
第5に,両 国 ともに生産 の限界 費用 は.`として一一定であ ると仮定 しよう。
以上の仮定の もとで,途 上 国の企業 は先進国企業の生産 量 を所与 の もの とし
て考えて生産量を決めるのに対 し,先進国の企業は途上国企業の生産量(反 応
関数)を 知 った上 で,自 己の利 益 を最大化する ことになる。
ケース1=環 境規制がない場合
まず,環 境 規制 がない ときの利潤最大化問題 を考えてみ よう。途上 国の企業






伽 の生産量 が得 られる。 ここで,α 一c>0と仮 定する。
一方,先 導者である先 進国企業(B国)の 生産量 も以下 によって得 られる。
π・=[・一わ(号 一考9。)吻 。]4a一・σ。.(13)
諭 一・一 デ ー2bqs-1bqs-c-o
ゆ　 ご
9x=一筋　 (ユ4)
(14)式か ら得 られたB国 の生産量 を(12)式に代 入 してA国 の生産量 を求め る





となる。 そ して両 国企業の利潤 は,
・・一(騙 ぎ)2.・ 一(a-c8b)2(・7)






ここで,θ は,汚 染量1単 位 当た りの被害 を表 す もので,両 国において同 じ
であ ると仮 定 している。
ケース翠1先進国のみ環境規制政策を導入 した場合
次 に,先 進 国のみ環境規制政策が実施 される場合 を考 えよ う。排 出権取引 プ
ログラム(EmissionTradingP■ogram)は1970年代 にアメリ カで既存 の規制
の問題 を修正す る過程で形成 されたが,.最近は地球温暖化 の議論 の中で排出権
取 引制度 が導 入 され,国 際的 に も脚 光 を浴 びている。1998年京都 で開 かれた
COP3(第3回 締 約国会議)を 通 じて,AnnexIに属 している国は排 出権取 引
を行 うこ とに合意 している。排 出権 市場 に参加 しない国 の環境政策は各国 に委
ねてい る。











境規制政策 として排出権取引制度が導入 された場合を想定 して分析 を行 う。 こ
の場合 は先進国企業のみ に関税が賦 課 されるの と同一な結果 を得 られ る。
簡単化 のため に,消 費者 の需 要曲線 を ρ=Q一(boa+的β)とする。両 国の限
界費用 は`で 一定であ る。 す ると,途 上 国企業及 び先進国企業 の利潤最 大化
問題 は次の ようにな る。
Maxnn=(α一∂94一勿β一c)伽(20)
7A>o
甑 　 [・一・(a-C-22b2)一・　 ・1　嚇 一が・・　 β　 亙・
(21)
これ らを整理する と,均 衡供給量 は,
・㌦一　 篭騨 τ,・㌔一学















14)脚 注13)参 照 。
環境政策が国際競争力に及ぼす影響(1)(43)43
途上国(A国)は 環境規制政策 として直接規制を,先進国(B国)は 排出権取
引制度を導入する場合を想定 し,その政策の違いが各国の国際競争力にどのよ
うな影響 を及ぼすかを分析する。この際,B国 における排出権市場は完全競争
であると仮定 しよう。この仮定は,.本稿の分析対象である企業(産 業)以 外の
産業部門でも汚染が発生 しているが,そ の汚染の性質が同一である(例 えば,
二酸化炭素)こ とを意味するものである。
次に,排出量(汚 染量)は 単位生産量に伴って発生すると仮定する。このよ
うな生産量当た りの排出量 を γとし,分析 を簡単にするため両国において7
は同一であると仮定する。従って,規制が導.入される前の各国の排出量は,途
上国の場合はEA一 ・号 で洗 進国場 合はEB一 ・号 である・
ここで,二 国が国際協約 によって,現 在の排 出量 の一..一定琵率 を減 らす ことに
合 意 した としようbそ の比率 を θで表 す と,各 国が達成 しなけれ ばな らない
排糧 は・途上国が 瓦 一帳 θ)・矧 で・先進国力画 一(・一の・〃易`一
2E,となる。つ ま り,合 意前の先進国の生産量が途上国の2倍 であ った ため,
先進国 に許容 される排出量は途上 国の2倍 となるの であ る。
そ うす る と,直 接 規制 に直面 す る途上 国の企業 は,亙=γ 伽一ασ沌の制約 の
下で,利 潤 を最大 にす るための.(礎*,α**)を選択す る ことになる。 す なわ








一方,B国 は(27)式の途 上国の生産量 を知 った上で,自 国の利潤最大化 を図
るため,B国 の利 潤最 大化 問題 は次 の ように.表せ る。
44(44) 第166巻 第1写.
4b




ここで,が は排 出権取 引市場 での競 争価 格であ り,ρε(γ⑳ 一βg8二2亙)は,
企業が許容量 よ り多い汚染量を排 出する時に,そ の超過分 を市場で買わ なけれ
ばならない ことを意味する ものである。 同 じくB国 の規制後の生産量 と削減量
を求める と,
・誉・一(　 `)+,一22b-Ae**=H・ 謄 叢(29)
となる。




両国 の利潤 は生産 シェアと共に次稿 で分析す る。.
(31)
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